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Ⅰ．調査概要 
1. 調査目的 

アジア地域をはじめ、海外において、アニメ、ゲーム、音楽等日本コンテンツの人気が高まると共

に、その海賊版被害が多くなっている。特に、インターネットの普及により容易にかつ頻繁に著作権

侵害が起きるようになり、さらにその被害は瞬時に世界中に拡散することから、より積極的な海賊版

対策の実施が求められているところである。 
文化庁では、これまで、侵害発生国・地域との二国間協議の実施、著作権侵害対策ハンドブックの

作成や権利執行セミナーを通じた権利者による権利行使支援、アジア著作権会議の実施、侵害発生

国・地域の取締機関職員等を対象とした真贋判定セミナーの開催など、海賊版対策施策を実施し、権

利者による積極的な権利行使を促すべく環境整備を行ってきたところである。 
今回、権利者、すなわちコンテンツ企業、著作権関係団体として、海賊版被害の実態をどのように

捉え、どのような対策を講じているか、意識調査を行った。この調査結果を、今後の海賊版対策の政

策立案に活用するとともに、各企業・団体に情報提供することで、その海賊版対策等に活用されるこ

とを期待する。 

2. 調査対象 
コンテンツを保有している企業・団体等（著作権関係団体に所属されている組織） 

3. 調査方法 
調査票を下表の団体等を通じて加盟企業・組織に配布し、FAX もしくは E-mail にて回収した。な

お、社内において担当部局が複数にわたる場合は、担当ごとに該当箇所をご記入頂いた。 

【調査表の配布先組織・団体等】 
団体名 配布数 

社団法人音楽出版社協会（MPA） 20 票 

一般社団法人コンテンツ海外流通促進機構（CODA） 64 票 

社団法人コンピュータエンターテインメント協会（CESA） 98 票 

社団法人コンピュータソフトウエア著作権協会（ACCS） 235 票 

社団法人日本音楽著作権協会（JASRAC） － 

有限責任中間法人日本写真著作権協会（JPCA） － 

社団法人日本書籍出版協会 110 票 

有限責任中間法人日本動画協会（AJA） 60 票 

社団法人日本美術家連盟（JAA） － 

日本放送協会（NHK） － 

社団法人日本民間放送連盟（NAB） 15 票 

社団法人日本レコード協会（RIA） 13 票 

合  計 615 票 
・掲載は順不同（但し、配布先に重複する会社･組織が存在する） 

4. 回収結果 
有効回収数 100 票（但し、配布依頼団体･組織からの回答 4 票を含む） 

5. 調査期間 
平成 21 年 6 月 29 日～8 月 7 日（調査票の配布・回収期間） 

6. 調査実施 
文化庁 長官官房著作権課・国際課 
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Ⅱ．調査結果 

1. 回答者の基本属性 
 

（1） 企業規模 
資本金では、「5 千万円以下」が 40.0％に対し、一方では 10 億円以上（「10 億円超 50 億円以下」

から「100 億円超」までの合計）が 30.0％に達する。資本金では、大規模企業と小規模企業に 2 極

化していることが伺える。 
従業員数では、300 名以上（「300 名超 1000 名以下」と「1000 名超」の合計）が 36.0％に対し、

一方では「50 名以下」が 32.0％と、従業員数でも、大規模企業と小規模企業に 2 極化しているこ

とが伺える。 
 

 
従業員数
(n=100)

21.0

15.0 2.0
32.0

15.0
15.0

50名以下

50名超
100名以下100名超

300名以下

300名超
1000名以下

1000名超
無回答

資本金
(n=100)

7.08.0
3.0

12.0

10.0
8.0 3.0 11.0

9.0

29.0

１千万円以下

１千万円超
５千万円以下

５千万円超
１億円以下１億円超

３億円以下

３億円超
５億円以下

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（2） 主に取り扱っているコンテンツ 
主に取り扱っているコンテンツでは、「書籍、雑誌」が 38.0％で最も多く、次いで、「アニメ」

31.0％で、続く「音楽」「テレビ番組」「映画」「ゲーム」は約 2 割程度となっている。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

主に取り扱っているコンテンツ
（n=100）

38.0

31.0

23.0

21.0

20.0

20.0

2.0

0.0

9.0

2.0

9.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

書籍、雑誌

アニメ

音楽

テレビ番組

映画

ゲーム

ﾋﾞｼﾞﾈｽｿﾌﾄｳｪｱ

写真

絵画

その他

無回答

※降順

５億円超
10億円以下

10億円超
50億円以下

50億円超
100億円以下

100億円超
無回答
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（3） 売上高 
全社売上高（昨年度）では、無回答が 21.0％と多いものの、100 億円以上（「100 億円超 500 億

円以下」から「1000 億円超」までの合計）が 37.0％と約 4 割を占めている。一方、10 億円以下「5
千万円以下」が 40.0％に対し、一方では 10 億円以上（「1 億円以下」から「5 億円超 10 億円以下」

までの合計）も 22.0％も存在する。売上高からも企業規模の 2 極化が伺える。 
海外売上高（昨年度）では、無回答が 40.0％と非常に多い。海外売上高「0 円」と「5000 万円

以下」がともに 17.0％と最も多く、回答会社全体の平均でも、全社売上高約 493 億円に対し、海外

売上高約 13 億円と、海外売上高の比重は低い。 
 

 

 全社売上高
(n=100)

13.0

7.0
18.0

7.0

12.0

21.0
4.0

5.0

13.0

1億円以下

1億円超5億円以下

5億円超10億円以下

10億円超50億円以下

50億円超100億円以下

100億円超
500億円以下

500億円超
1000億円以下

海外での事業展開又は輸出、ライセンス付与の有無
(n=100)

65.0

35.0

海外に事業拠点がある、
もしくは輸出、

ライセンス付与している

海外に事業拠点がない、
もしくは輸出、

ライセンス付与していない

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（4） 海外での事業展開状況 
 

海外での事業展開状況では、「海外に事業拠点がある、輸出･ライセンス付与している」との回答

は、全体 65.0％に達する。本調査の回答社は小規模企業の比率が高いにもかかわらず、海外での事

業展開の割合は高い。 
前問「売上高」では海外売上高の比重は低くかったが、この設問の結果も合わせて考えると、広

く海外展開がなされてはいるものの、売上高へ反映されるほど海外事業展開の実績があがっていな

い現状が伺える。 
 

1000億円超

無回答

※平均約493億円 海外売上高
(n=100)

17.0

14.02.07.02.0

40.0

1.0

17.0

0円

5000万円以下

5000万円超1億円以下

1億円超5億円以下
5億円超

10億円以下

10億円超50億円以下

50億円超

無回答

※平均約13億円
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（5） 海外の事業拠点・輸出･ライセンス付与の国･地域 
回答社は、全体として広範囲に海外展開しており、海外展開の形態としては、事業拠点を持つよ

りも、輸出・ライセンス付与による形態の方が圧倒的に多いことがわかる。 
事業拠点のある国･地域では、「北米」が 36.9％で最も多く、次いで、「中国」23.1％、「イギリス」

16.9％、「台湾」12.3％の順となっている。事業拠点による海外展開は、高くても 2 割程度に留ま

っている。 
輸出･ライセンスしている国･地域では、「台湾」が 81.5％で最も多く、次いで、「中国」76.9％、

「韓国」75.4％、「北米」69.2％、「フランス」67.7％の順となっている。輸出・ライセンスによる

海外展開は、上位の国・地域では 8 割前後に達しており、また、25 の選択肢のうち約半数で 5 割

を超えるなど、非常に高い。 

事業拠点がある､または輸出､ﾗｲｾﾝｽ付与を行っている国･地域
（n=65）

23.1

12.3

10.8

3.1

3.1

1.5

1.5

1.5

1.5

1.5

10.8

6.2

3.1

3.1

1.5

1.5

1.5

1.5

1.5

3.1

1.5

1.5

76.9

81.5

75.4

50.8

60.0

49.2

55.4

30.8

38.5

40.0

15.4

52.3

67.7

63.1

63.1

56.9

41.5

44.6

36.9

23.1

69.2

44.6

33.8

24.6

15.4

3.1

36.9

16.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中国（香港含む）

台湾

韓国

インドネシア

タイ

マレーシア

シンガポール

ベトナム

フィリピン

インド

その他アジア

イギリス

. フランス

. ドイツ

イタリア

スペイン

東欧

北欧

ロシア

その他欧州

北米( 米・カナダ) 

中南米

大洋州

アフリカ

その他

事業拠点がある 輸出･ﾗｲｾﾝｽしている
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（6） 「模倣被害調査」（特許庁）との比較 
 

資本金では、10 億円以上（「10 億円超 50 億円以下」から「100 億円超」までの合計）では、本

調査 30.0％に対し模倣被害調査 36.0％と 6 ポイントの差であるが、一方で、「5 千万円以下」では

模倣被害調査 20.3％に対し、本調査 40.0％と、約 2 倍の割合となっている。 
本調査の回答社は、模倣被害調査に比べ、資本金規模の小さい企業の比率が非常に高いことが注

目される。 
 資本金

40.0 7.0

11.1

11.0

14.3

12.0

16.5

10.0

7.0

8.0

13.1

3.0

0.120.3

５千万円
以下

５千万円超
１億円以下

9.0

17.7

１億円超
３億円以下

３億円超
10億円以下

10億円超
50億円以下

50億円超
100億円以下

100億円超 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本調査（n=100）

模倣被害調査（n=3650）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

従業員数では、300 名以上（「300 名超 1000 名以下」と「1000 名超」の合計）では、本調査 36.0％
に対し模倣被害調査 45.4％と約 9 ポイントの差であるが、一方で、「50 名以下」では模倣被害調査

15.6％に対し本調査 32.0％と、約 2 倍の割合となっている。 
本調査の回答社は、模倣被害調査に比べ、従業員数でみても、小規模企業の比率が高いことが特

徴的である。 
 

 
 
 
 
 

従業員数

32.0 15.0

27.9

21.0

25.9

15.0

19.5

2.0

0.115.6

50名以下
50名超

100名以下

15.0

10.9

100名超
300名以下

300名超
1000名以下

1000名超 無回答

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本調査（n=100）

模倣被害調査（n=3650）

 
 
 
 
 
 
 

海外での事業展開では、「海外に事業拠点がある、輸出･ライセンス付与している」は本調査

65.0％に対し模倣被害調査 60.6％と、ほぼ同程度の割合となっている。模倣被害調査に比べ、本調

査の回答社は小規模企業の比率が高いにもかかわらず、海外での事業展開を積極的に行っているこ

とが伺える。 
 海外での事業展開又は輸出、ライセンス付与の有無

65.0

60.6

海外に事業拠点がある、
輸出、ライセンス

付与している

海外に事業拠点がない、
輸出、ライセンス
付与していない

35.0

39.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本調査（n=100）

模倣被害調査（n=3650）

※模倣被害調査では「事業展開、輸出の有無」
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事業拠点のある国･地域では、全ての国･地域で模倣被害調査の方が上回っており、特に、「中国」

では、本調査 23.1％に対し模倣被害調査 59.5％と非常に高く、約 2.6 倍もの差がある。その他にも、

「タイ」「台湾」「韓国」「シンガポール」など同様に模倣被害調査が上回る結果となっている。一

方、「西欧」では両調査の結果は、ほぼ同程度となっている。 
輸出･ライセンスしている国･地域では、全ての国･地域で本調査の方が上回っており、特に、上

位の 3 ヶ国「中国」「台湾」「韓国」では約 20～30 ポイント前後も高い結果となっている。同様に、

「タイ」と「西欧」でも約 23 ポイント、本調査が上回る結果となっている。 
本調査の回答社は、模倣被害調査と同様に広い範囲で海外展開をしているものの、事業拠点を持

つものではなく、輸出・ライセンス付与によるものであることがわかる。 
 

 輸出･ﾗｲｾﾝｽしている国・地域

76.9

81.5

75.4

50.8

60.0

49.2

30.8

38.5

40.0

15.4

41.5

36.9

33.8

57.9

53.6

54.0

30.5

37.4

32.4

35.8

23.7

24.9

24.1

12.8

44.6

21.0

20.3

20.5

55.4

67.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中国（香港含む）

台湾

韓国

インドネシア

タイ

マレーシア

シンガポール

ベトナム

フィリピン

インド

その他アジア

西欧

東欧

ロシア

大洋州

本調査（n=65） 模倣被害調査（n=2211）

※模倣被害調査では「輸出先の国･地域」 
※両調査の選択肢の地域区分の違いによって比較でき

ない「国･地域」については省略（設問は複数回答）

事業拠点がある国・地域

23.1

12.3

10.8

3.1

3.1

1.5

1.5

1.5

1.5

1.5

1.5

1.5

3.1

59.5

24.2

21.3

13.5

24.8

13.7

18.0

10.6

9.0

9.7

3.3

28.6

6.3

4.7

6.8

3.1

23.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 
本調査（n=65） 模倣被害調査（n=2211）

 
 

 中国（香港含む）

台湾

韓国

インドネシア

タイ

マレーシア

シンガポール

ベトナム

フィリピン

インド

その他アジア

西欧

東欧

ロシア

大洋州

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ※両調査の選択肢の地域区分の違いによって比較でき

ない「国･地域」については省略（設問は複数回答） 
 
 
 

「2008 年度模倣品被害調査」（特許庁）の概要 
［調査対象］2001 年度～2005 年度において日本で特許･実用新案･意匠･商標の登録出願を行った国内

企業･団体のうち、合計出願件数の多い企業･団体の上位 8000 社、［有効回答］3,650 社（回収率 45.6％）、

［実施時期］2008 年 9 月 9 日～11 月 10 日、［その他］1996 年度以来、毎年実施の継続調査、回答企

業の約 7 割が製造業 
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2. パッケージ形態（書籍･雑誌･CD･DVD 等）での海賊版被害 
 
 
 

（1） 海賊版被害の把握状況 
昨年度の自社コンテンツのパッケージ形態での「海賊版被害を把握している」は 49.0％（49 社）、

「海賊版被害を把握していない」は 51.0％（51 社）とほぼ均衡している。 
現状では、回答社の約半数は、パッケージ形態での海賊版被害を把握している。 

 
パッケージ形態（書籍・雑誌・CD・DVD等）

海賊版被害の把握
(n=100)

49.051.0 海賊版被害を
把握している

海賊版被害を
把握していない
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（2） 海賊版が製造、販売・消費された国・地域 
昨年度、自社コンテンツのパッケージ形態での海賊版被害を把握していると回答した 49 社に対

し、海賊版が製造、販売・消費された国・地域（複数回答）を聞いた。 
製造では、「中国（香港含む）」（55.1％）、「日本」（30.6％）、「台湾」（24.5％）、「その他アジア」

（22.4％）、「韓国」（18.4％）の順に多く、アジアに集中しており、欧米での比率は 5％未満と低い。 
一方、販売・消費では、「中国（香港含む）」（57.1％）、「日本」（49.0％）、「台湾」（32.7％）、「そ

の他アジア」（26.5％）、「韓国」（22.4％）の順に多く、やはりアジアへの集中が見られるものの、

「北米（米、カナダ）」（18.4％）、「フランス」（16.3％）、「イタリア」（14.3％）、「ロシア」（10.2％）

などの欧米でも 10％超の高い国が見られた。 

 

海賊版が製造、販売・消費された国・地域
（n=49）

30.6

55.1

24.5

18.4

22.4

0.0

0.0

2.0

2.0

0.0

0.0

2.0

4.1

0.0

0.0

0.0

0.0

49.0

57.1

32.7

22.4

26.5

4.1

16.3

6.1

14.3

8.2

6.1

2.0

10.2

4.1

18.4

8.2

0.0

2.0

2.0

0.0

0.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本

中国（香港含む）

台湾

韓国

その他アジア

イギリス

フランス

ドイツ

イタリア

スペイン

東欧

北欧

ロシア

その他欧州

北米（米、カナダ）

中南米

大洋州

アフリカ

その他

製造 販売／消費
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（3） 海賊版の被害態様 
国・地域別のパッケージ形態での海賊版の被害態様（複数回答）については、日本では「インタ

ーネット・オークションサイトでの販売」（42.9％）が圧倒的に高く、次いで「露店での販売」

（20.4％）の順となった。一方、中国では、「露店での販売」（42.9％）が最も高く、次いで「ディ

スカウントストア・量販店等での販売」と「インターネット・オークションサイトでの販売」（と

もに 30.6％）の順であった。他アジアでは、「露店での販売」（28.6％）が最も高いものの、その比

率は 3 割弱に留まり、次いで「インターネット・オークションサイトでの販売」（24.5％）、「ディ

スカウントストア・量販店等での販売」（22.4％）の順となった。米州と欧州では「インターネッ

ト・オークションサイトでの販売」が最も高かった（それぞれ 22.4％、20.4％）。 
パッケージ形態での海賊版被害の態様は、日本及び欧米では「インターネット・オークションサ

イトでの販売」が一番高く、一方、中国及び他アジアでは「露天での販売」が一番高い結果となっ

た。 
日本の「インターネット・オークションサイトでの販売」と「その他」を除くと、全ての項目で、

中国の比率が高くなっており、中国における海賊版被害態様は多様であり、しかも高い比率で発生

していることが伺える結果となっている。 

 

インターネット・
オークションサイト

での販売
露店での販売

ディスカウント
ストア・量販店等

での販売

正規版販売店
での販売

その他

日本 42.9 20.4 8.2 2.0 20.4
中国 30.6 42.9 30.6 22.4 10.2
他アジア 24.5 28.6 22.4 16.3 6.1
欧州 20.4 6.1 8.2 14.3 6.1
米州 22.4 2.0 6.1 4.1 6.1
その他 6.1 6.1 - 2.0 2.0

※「日本」の降順

パッケージ形態（書籍・雑誌・CD・DVD等）海賊版の被害態様 （n=49）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

日本 中国 他アジア 欧州 米州 その他
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（4） 海賊版の被害態様の変化事例 
昨年度、自社コンテンツのパッケージ形態での海賊版被害を把握していると回答した 49 社に対

し、「被害形態が変わってきている場合の詳細例」について自由記述形式で聞いたところ、全部で

13 件の回答があった。 
具体的な回答では、『個人輸入に見せかけた海賊版の購入や販売の増加』や『ネットオークショ

ンでの販売や転売』などの例が複数あげられた。 

 
 
 
 
 

（5） 海賊版被害の発生要因 
国・地域別のパッケージ形態での海賊版被害の発生要因（複数回答）については、日本では「一

般消費者の著作権保護意識が低いため」（24.5％）、「取締機関の対策努力が不十分であるため」

（22.4％）の順で高かった。中国では、「一般消費者の著作権保護意識が低いため」（61.2％）が最

も高く、次いで「取締機関の対策努力が不十分であるため」（55.1％）、「法制度が整備されていな

いため」（46.9％）、「貴社の対策が十分にとれていないため」と「正規商品が流通していないため」

（ともに 34.7％）の順となっており、上位 2 位までが回答者の過半数を超える結果となった。他ア

ジアでは、「取締機関の対策努力が不十分であるため」と「一般消費者の著作権保護意識が低いた

め」（ともに 40.8％）が最も高く、次いで「法制度が整備されていないため」（30.6％）の順であっ

た。 
一方、欧州では「現地の一般消費者にとって海賊版と正規商品の識別が難しいため」（12.2％）

が、米州では「貴社の対策が十分にとれていないため」（12.2％）で首位となっているが、いずれ

も 10％前後以下と、日本・中国・他アジアに比べ高くはない。 
「その他」を除く全ての項目において、中国と他アジアの比率は、他国・地域に比べ高く、特に、

中国での「一般消費者の著作権保護意識が低いため」（61.2％）と「取締機関の対策努力が不十分

であるため」（55.1％）については、回答者の半数以上が指摘する状況にある。中国をはじめとし

たアジアにおいては、法律の整備やその運用など、政府当局の取組みが足りないと感じている一方、

欧米においては、政府当局の取組みよりも権利者側の取組みが不十分という認識があると思われる。 
 

一般消費者
の著作権
保護意識

が低いため

取締機関の
対策努力が

不十分である
ため

貴社の対策
が十分にとれ
ていないため

当該商品の
市場が拡大あ
るいは知名度
が向上したた

め

法制度が整
備されていな

いため

正規品の価
格が高く、一
般消費者によ
る購入が困難

なため

現地の一般
消費者にとっ
て海賊版と正
規商品の識

別が難しいた
め

正規商品が
流通して

いないため
その他

日本 24.5 22.4 14.3 14.3 12.2 4.1 4.1 - 10.2
中国 61.2 55.1 34.7 26.5 46.9 20.4 32.7 34.7 4.1
他アジア 40.8 40.8 28.6 20.4 30.6 14.3 26.5 20.4 2.0
欧州 8.2 10.2 10.2 6.1 10.2 6.1 12.2 10.2 6.1
米州 4.1 6.1 12.2 8.2 4.1 - 4.1 6.1 4.1
その他 8.2 4.1 2.0 6.1 4.1 4.1 4.1 4.1 2.0

※「日本」の降順

パッケージ形態（書籍・雑誌・CD・DVD等）海賊版被害の発生要因  （n=49）
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（6） 昨年度の海賊版被害の事例 
昨年度、自社コンテンツのパッケージ形態での海賊版被害を把握していると回答した 49 社に対

し、「昨年度、貴社が把握した海賊版被害の実例（できるだけ具体的な国名、数量をあげて）」につ

いて、自由記述形式で聞いたところ、全部で 40 件の回答があった。 
回答内容から、①海賊版被害発見の契機･場所、②海賊版を発見した国･地域、③海賊版が製造さ

れたと思われる国･地域が、特定されているもの抜粋し、カウントしたものが下表である。 
海賊版被害発見の契機･場所では、「ネットサイト・ネットオークション」11 件、「税関での押収･

通報」10 件、「海外露店」が上位にあげられた。海賊版を発見した国･地域では、「日本」17 件、「中

国」8 件、「タイ」5 件と、国内での発見が多いようである。また、海賊版が製造されたと思われる

国･地域は、特定が難しいためか記入件数は少ないなかで、「中国」が 11 件と多かった。 
 

①海賊版被害発見の 
契機・場所 

件数  ②海賊版を発見した 
国･地域 

件数 ③製造されたと思われる 
国･地域 

件数

ネットサイト・ネットオークション 11  日本 17  中国 11
税関での押収･通報 10  中国 8  香港 3
海外露店 6  タイ 5  タイ 3
業界団体･CODA･外部通報 5  香港 4  日本 1
海外販売店 5  韓国 4  韓国 1
海外出張 3  台湾 3  マレーシア 1
海外展示会 2  フランス 3  ベトナム 1
国内露店 2  米国 1  米国 1
国内販売店 2  イタリア 1  フランス 1
DM販売 2  ロシア 1    
その他 3  欧州 1    
   ベトナム 1    

海賊版被害の大きな実例としては、以下のような例がアンケート回答社から挙げられた。 
事例① ゲーム会社 
『フランスの日本コテンツに関するイベントで、出展社による海賊品 CD 等の販売が確認された。

自社ゲームのサウンドトラックアルバム30～60種類程度を扱っていたブースが4～5つ程あり、

各タイトルについてストックも用意されているので、全体で少なくと数千枚程度の海賊版 CD
が売られていたはずである。また、これ以外にも相当数に上る違法なマーチャンダイジング・

グッズが出展されていた。フランスでの違法なマーチャンダイジング・グッズ販売に関して最

近提起した訴訟において、自社ゲームの侵害品数万点に上った。』 
事例② 映画会社 
『当社が著作権を有し日本国内で発売された映画 DVD は、すべて発売後 10 日以内に中国で無許

諾に製造され、中国国内のみならず日本にも輸入されている。』 
事例③ 放送会社 
『中国、香港での取締りで、一回につき 1～10 業者、1 業者につき 100～2000 枚の DVD や CDR

が没収されました。弊社では計 10 回以上の申し立てを行っているが、上海や北京、広州、香

港などの大都市では、簡素な露天商だけでなく立派なビデオショップでも違法品が販売されて

いるのを実見しています。被害総額は不明です。』 
 
なお、『出張時に個別に発見する形なので枚数や金額等は把握できない』、『税関で発見されるも

のは通過貨物のごく一部と思われ、被害総額の算定は不可能だろう』などの記述もあり、業種や会

社規模に関係なく、被害実態の全体把握が非常に困難な状況にあることが伺える内容であった。 
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（7） 過去５年間の海賊版被害傾向 
昨年度、自社コンテンツのパッケージ形態での海賊版被害を把握していると回答した 49 社に対

し、過去 5 年間の自社製品の国・地域別の海賊版被害傾向について聞いた。 
すべての国・地域において、「わからない」がおよそ半数から 9 割程度と非常に多いものの、そ

れを除くと、「被害は増加傾向」の比率は、中国（32.7％）、日本と他アジア（ともに 20.4％）の順

で高く、一方、米州と欧州では、「被害は横ばい」が最も高い結果となった（それぞれ、16.3％と

14.3％） 
特に、中国の「被害は増加傾向」（32.7％）は、「被害は減少傾向」（6.1％）に比べると、約 27

ポイントと大きく上回っており、過去 5年間で被害が増加している様子がうかがえる結果となった。 

 
過去５年間の製品の海賊版被害傾向

（n=49）

18.4

16.3

16.3

6.1

6.1

8.2

51.0

55.1

71.4

73.5

87.84.1

20.4

被害は増加傾向

32.7

20.4

8.2

2.0

10.2

14.3

16.3

被害は横ばい

8.2 0.0

被害は減少傾向

6.1

わからない

46.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

日本

中国

他アジア

欧州

米州

その他

 
 



 

 13

 

3. ノンパッケージ形態（違法アップロード等）での海賊版被害 
 
 

（1） 違法アップロード等被害の把握状況 
昨年度、自社コンテンツに関しインターネット上での違法アップロード等のノンパッケージ形態

での海賊行為被害について、「違法アップロード被害を把握している」は 61.0％（61 社）で、「違

法アップロード被害を把握していない」の 39.0％（39 社）を、22 ポイントも上回る結果となった。 
現状では、ノンパッケージ形態（違法アップロード等）での海賊版被害把握は約 6 割であり、こ

れは、パッケージ形態（書籍・雑誌・CD・DVD等）での被害把握（49.0％）を 12 ポイントも上回

る結果となっている。 
 

ノンパッケージ形態（違法アップロード被害等）
海賊行為被害の把握

(n=100)

61.0

39.0 違法アップロード被害を
把握している

違法アップロード被害を
把握していない
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（2） 昨年度の違法アップロード等の事例 
昨年度、自社コンテンツのノンパッケージ形態（違法アップロード等）での海賊版被害を把握し

ていると回答した 61 社に対し、「昨年度の違法アップロード事例（①サーバ所在国･地域、②コン

テンツの違法アップロード国･地域、③違法アップロードコテンツのダウンロード国･地域）、もし

くは④サイト名及び⑤主要言語等、国・地域が推定できるような情報」について、自由記述形式で

聞いたところ、全部で 61 件の回答があった。回答内容を、①～⑤の項目ごと、記入件数の多い順

に整理したのが、下表と次ページの表である。 
①サーバ所在国･地域では、「中国（香港含む）」、「アメリカ」、「日本」の順で国･地域名があがっ

た。同様に、②コンテンツの違法アップロード国･地域でも、「中国（香港含む）」、「日本」、「アメ

リカ」の順で、③違法アップロードコテンツのダウンロード国･地域では、「日本」、「中国（香港含

む）」、「アメリカ」の順であった。 
①～③の国･地域の具体名の記入件数は、それぞれ 40 件弱と少なかったが、その中で「中国（香

港含む）」、「アメリカ」、「日本」の 3 ヶ国が順位を変えて上位を占める結果となっており、また、

この 3 ヶ国の記入率は、約 4 割弱～8 割と非常に高い結果となった。 
また、④サイト名の記入件数は 18 件であったが、その約 9 割は、「You tube」をあげた。⑤主要

言語についての記入は、全部で 5 件のみであった。 

 
①サーバ所在国･地域  ②違法ｱｯﾌﾟﾛｰﾄﾞ国･地域 ③違法ｺﾝﾃﾝﾂﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ国･地域

国名・地域 件数 比率  国名・地域 件数 比率 国名・地域 件数 比率

中国（香港含む） 30 81.1  中国（香港含む） 28 75.7 日本 25 73.5
アメリカ 23 62.2  日本 22 59.5 中国（香港含む） 21 61.8
日本 19 51.4  アメリカ 15 40.5 アメリカ 13 38.2
韓国 13 35.1  韓国 11 29.7 韓国 9 26.5
フランス 6 16.2  フランス 5 13.5 全世界 3 8.8
ロシア 4 10.8  台湾 5 13.5 台湾 3 8.8
スペイン 2 5.4  スペイン 3 8.1 スペイン 2 5.9
ドイツ 2 5.4  ドイツ 3 8.1 ドイツ 2 5.9
台湾 2 5.4  ロシア 3 8.1 フランス 2 5.9
イギリス 1 2.7  イタリア 2 5.4 ロシア 2 5.9
オランダ 1 2.7  シンガポール 2 5.4 イギリス 1 2.9
シンガポール 1 2.7  イギリス 1 2.7 インド 1 2.9
ブラジル 1 2.7  タイ 1 2.7 シンガポール 1 2.9
ルクセンブルグ 1 2.7  ブラジル 1 2.7 タイ 1 2.9
欧州 3 8.1  アジア全域 1 2.7 ブラジル 1 2.9
アジア全域 1 2.7  その他アジア 1 2.7 メキシコ 1 2.9
その他アジア 1 2.7  北米 1 2.7 欧州 1 2.9
北米 1 2.7  欧州 1 2.7 南米 1 2.9
その他 1 2.7  その他欧州 1 2.7 その他アジア 1 2.9
全世界 1 2.7  全世界 2 5.4 アジア全域 1 2.9
不明 1 2.7  不明 2 5.4 不明 2 5.9
記入総数 37 100.0  記入総数 37 100.0 記入総数 34 100.0
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④サイト名  ⑤主要言語 

サイト名 件数 比率 サイト言語 件数 比率 

ＹｏｕＴｕｂｅ 16 88.9 英語 2 40.0 
ｖｅｏｈ 7 38.9 スペイン語 2 40.0 
ニコニコ動画 6 33.3 中国語 2 40.0 
Ｄａｉｌｙｍｏｔｉｏｎ 6 33.3 ポルトガル語 1 20.0 
ＰＡＮＤＲＡ．ＴＶ 4 22.2 フランス語 1 20.0 
ｙｏｕｋｕ．ｃｏｍ 4 22.2 ドイツ語 1 20.0 
ＭｅｇａＶｉｄｅｏ 3 16.7 オランダ語 1 20.0 
ｗａｔ．ｔｖ 3 16.7 記入総数 5 100.0 
ａｎｉｍｅｋａ．ｏｒｇ 2 11.1   
ｍｅｇａｕｐｌｏａｄ 2 11.1   
ＭｙＳｐａｃｅ 2 11.1   
Ｔｕｄｏｕ．ｃｏｍ 2 11.1   
５６．ｃｏｍ 1 5.6   
ａｎｉｍｅｄｂ．ｔｖ 1 5.6   
ａｎｉｍｅｍａｎｇａｘｓｅｍｐｒｅ．ｆｏｒｕｍｃｏ
ｍｍｕｎｉｔｙ．ｎｅｔ 1 5.6   

Ｃｏｍｉｃ Ｓｃｅｎｅ Ｉｎｖｅｓｔｉｇａｔｏｒ 1 5.6   
ｃｒｕｎｃｈｙｒｏｌｌ 1 5.6   
ｄｒｏｎｉ．ｉｔ 1 5.6   
ｅａｓｙ－ｓｈａｒｅ．ｃｏｍ 1 5.6   
ｆｉｌｅｆａｃｔｏｒｙ．ｃｏｍ 1 5.6   
ｇａｉｎｂｕｙ．ｉｔ 1 5.6   
ＧｏｏｇｌｅＶｉｄｅｏ 1 5.6   
ｉｍｅｅｍ 1 5.6   
Ｋｕ６．ｃｏｍ 1 5.6   
ｌｏａｄ．ｔｏ 1 5.6   
ｍａｎｇａ．ｉｔ 1 5.6   
ｍｉｎｉｎｏｖａ 1 5.6   
ｍｏｇｕｌｕｓ．ｃｏｍ 1 5.6   
ｎｉｖｉｄｅｏ 1 5.6   
ＯＮＥ ＭＡＮＧＡ！ 1 5.6   
ｒａｐｉｄｓｈａｒｅ．ｃｏｍ 1 5.6   
ＲＡＷＭＡＮＧＡＬＡＮＤ 1 5.6   
ＲｕＴｕｂｅ 1 5.6   
ｓｃａｉｐｅ．ｔｖ 1 5.6   
ｓｈａｒｅ－ｏｎｌｉｎｅ．ｃｏｍ 1 5.6   
ｓｉｎａ．ｃｏｍ 1 5.6   
ｔｎｔｖｉｌｌａｇｅ．ｃｏｍ 1 5.6   
ｔｏｒｒｅｎｔ 1 5.6   
ＴＶｂｒａｋｅ 1 5.6   
ｕｐｌｏａｄｅｄ．ｔｏ 1 5.6   
ｚｏｏｍｅ 1 5.6   
黒豆 1 5.6   
六間房 1 5.6   
記入総数 18 100.0   
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（3） 違法アップロード等の被害態様 
国・地域別のノンパッケージ形態（違法アップロード等）での海賊版被害態様（複数回答）につ

いては、日本では「動画投稿サイトへの違法アップロード」（54.1％）が最も高く、次いで「個人

HP,ブログ等への違法アップロード」（42.6％）、「ファイル交換ソフトを利用した違法アップロー

ド」（41.0％）の順となっており、上位 3 項目は、いずれも 4 割を超えた。一方、中国では、「動画

投稿サイトへの違法アップロード」（49.2％）が最も高いものの、続く「個人 HP,ブログ等への違法

アップロード」（23.0％）は、日本ほど高くはない。同様に、他アジアでも「動画投稿サイトへの

違法アップロード」（41.0％）、次いで「個人 HP,ブログ等への違法アップロード」（16.4％）の順で

あった。欧州では「動画投稿サイトへの違法アップロード」（34.4％）、次いで「オンラインストレ

ージサービスを利用した違法アップロード」（16.4％）の順、米州では「動画投稿サイトへの違法

アップロード」（45.9％）、次いで「ファイル交換ソフトを利用した違法アップロード」（23.0％）の

順であった。 
「企業 HP への違法アップロード」と「その他」を除く、全ての項目において日本の比率は高く、

日本における違法アップロードの状況は幅広く把握されていることが伺える。 
また、すべての国・地域において、「動画投稿サイトへの違法アップロード」は首位にあり、し

かも、日本を除くと、他項目に比べ頭抜けて高い比率であることから、動画投稿サイトへの違法ア

ップロードが特に問題視されていることが伺える結果となっている。 
 

動画投稿サイト
への違法

アップロード

個人HP, ブログ等
への違法

アップロード

ファイル交換
ソフトを利用した
違法アップロード

オンラインスト
レージサービス
を利用した違法

アップロード

企業HPへの
違法アップロード

その他

日本 54.1 42.6 41.0 26.2 9.8 4.9
中国 49.2 23.0 16.4 16.4 16.4 4.9
他アジア 41.0 16.4 13.1 13.1 4.9 6.6
欧州 34.4 14.8 11.5 16.4 3.3 3.3
米州 45.9 19.7 23.0 18.0 6.6 4.9
その他 14.8 - 3.3 3.3 - 1.6

※「日本」の降順

ノンパッケージ形態（違法アップロード被害等）海賊版の被害態様  （n=61）
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（4） 違法アップロード等の被害形態の変化事例 
昨年度、自社コンテンツのノンパッケージ形態（違法アップロード等）での海賊版被害を把握し

ていると回答した 61 社に対し、「違法アップロードの被害形態が変わってきている場合の事例」に

ついて、自由記述形式で聞いたところ、全部で 19 件の回答があった。 
被害実態の変化として、『運営側の協力もあり動画投稿サイトでの被害が減ってきている』との

指摘も複数あったが、むしろ、『P2P を用いた著作権侵害ファイルの交換』、『個人サイトからスト

レージサービスにリンクを貼る』などで、『侵害行為が「地下に潜る」割合が増えている』旨の記

述が多かった。 
また、『中国、韓国の動画投稿サイト運営社が、地域外からの IP を排除して、海外からアクセス

できないようにしたため、日本から当該サイトにおける被害実態の把握や被害申告がしづらくなっ

た』とのことである。 
一方、『ブログを利用して、トンネリング接続によりこのような排除を回避するようなケースも

でてきている』との記述もあり、さらには、『ストレージサービス運営会社、サーバ所在地、アッ

プロード者、ダウンロード者がそれぞれ異なる国であるなど、侵害行為の国際化が進んでいると思

われる』との指摘もあった。 
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（5） 違法アップロード等被害の発生要因 
国・地域別のノンパッケージ形態（違法アップロード等）での海賊版被害の発生要因（複数回答）

については、日本では「一般消費者の著作権保護意識が低いため」（42.6％）が最も高く、次いで

「取締機関の対策努力が不十分であるため」（39.3％）、「貴社の対策が十分にとれていないため」

（29.5％）の順であった。中国では、「一般消費者の著作権保護意識が低いため」（63.9％）が最も

高く、次いで「取締機関の対策努力が不十分であるため」（59.0％）、「法制度が整備されていない

ため」（45.9％）、「貴社の対策が十分にとれていないため」（39.3％）の順であった。他アジアでは、

「一般消費者の著作権保護意識が低いため」（47.5％）が最も高く、「取締機関の対策努力が不十分

であるため」（42.6％）、「貴社の対策が十分にとれていないため」（32.8％）の順であった。 
一方、欧州では「取締機関の対策努力が不十分であるため」（29.5％）が、米州では「取締機関

の対策努力が不十分であるため」と「貴社の対策が十分にとれていないため」（ともに 26.2％）で

首位となっているが、いずれも日本・中国・他アジアに比べると高くはない。 
「その他」を除く全ての項目において、中国の比率は、他国・地域に比べ高く、特に、中国での

「一般消費者の著作権保護意識が低いため」（63.9％）と「取締機関の対策努力が不十分であるた

め」（59.0％）については、回答者の 6 割前後が指摘する状況にある。 

 
 

一般消費者
の著作権

保護意識が
低いため

取締機関の
対策努力が

不十分である
ため

貴社の対策
が十分にとれ
ていないため

法制度が整
備されていな

いため

法制度は整
備されている
ものの、その
運用に問題が

あるため

当該商品の
市場が拡大

あるいは
知名度が

向上したため

正規版の価
格が高く、一
般消費者の

購入が困難な
ため

正規商品が
流通して

いないため
その他

日本 42.6 39.3 29.5 26.2 23.0 8.2 4.9 3.3 9.8
中国 63.9 59.0 39.3 45.9 36.1 24.6 18.0 34.4 8.2
他アジア 47.5 42.6 32.8 31.1 21.3 14.8 11.5 18 8.2
欧州 21.3 29.5 23.0 19.7 18.0 9.8 3.3 11.5 9.8
米州 19.7 26.2 26.2 18.0 9.8 13.1 3.3 13.1 9.8
その他 14.8 9.8 8.2 9.8 4.9 3.3 3.3 4.9 4.9

※「日本」の降順

ノンパッケージ形態（違法アップロード被害等）海賊版被害の発生要因  （n=61）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

日本 中国 他アジア 欧州 米州 その他

 
 



 

 19

 

（6） 国･地域別の海賊版被害の発生要因（パッケージ形態とノンパッケージ形態の比較） 
国・地域別の海賊版被害の発生要因について、パッケージ形態（p10）とノンパッケージ形態（p18）

での回答状況を比較した。 
※グラフの表示順位は、ノンパッケージ形態の日本の降順であり、「現地の一般消費者にとって海賊版と正規商

品の識別が難しいため」はパッケージ形態のみの選択肢、「法制度は整備されているものの、その運用に問

題があるため」はノンパッケージ形態のみの選択肢である。 

日本では、両者の上位の順位はほぼ同じで、全般的に、ノンパッケージ形態の回答率の方がパッ

ケージ形態に比べ高い傾向にある。特に、上位の「一般消費者の著作権保護意識が低いため」、「取

締機関の対策努力が不十分であるため」、「貴社の対策が十分にとれていないため」、「法制度が整

備されていないため」のノンパッケージ形態の回答は約 3 割弱～4 割強で、パッケージ形態を約 14
～18 ポイントも上回る結果となっている。なお、「当該商品の市場が拡大あるいは知名度がしたた

め」だけは、ノンパッケージ形態をパッケージ形態の回答が上回った。 
中国では、両者の上位である「一般消費者の著作権保護意識が低いため」、「取締機関の対策努力

が不十分であるため」、「法制度が整備されていないため」、「正規商品が流通していないため」の順

位や回答率はほぼ同じと、ノンパッケージ形態とパッケージ形態の回答は、ほぼ同様の傾向となっ

ている。また、他の国･地域に比べ、上位の回答率は約 3 割強～6 割強と高く、海賊版被害における

「中国」に対する課題意識の高さが伺える。特に、上位ののノンパッケージ形態の回答は約 3 割弱

～4 割強で、パッケージ形態を約 14～18 ポイントも上回る結果となっている。 
 

被害の発生要因
【日本】
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他アジアでは、両者の上位である「一般消費者の著作権保護意識が低いため」、「取締機関の対策

努力が不十分であるため」は同じ順位で、3 位と 4 位である「貴社の対策が十分にとれていないた

め」と「法制度が整備されていないため」の順位が入れ替わっている。1 位の「一般消費者の著作

権保護意識が低いため」は、ノンパッケージ形態は、パッケージ形態よりも約 7 ポイント上回った。

また、上位 4 位までの回答率は約 3 割～5 割弱と、中国に次いで高く、日本を上回る結果となって

いる。 
欧州と米州では、ノンパッケージ形態とパッケージ形態の両方で、上位の回答率は約 1 割から 3

割と、他の国・地域に比べると低い。特に、他の国・地域で 1 位となっている「一般消費者の著作

権保護意識が低いため」の回答率は、パッケージ形態で 1 割未満、ノンパッケージ形態でも 2 割前

後でであり、「取締機関の対策努力が不十分であるため」と「貴社の対策が十分にとれていないた

め」よりも順位が低くなっている。 
 

被害の発生要因
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（7） 過去５年間の違法アップロード等被害傾向 
昨年度、自社コンテンツのノンパッケージ形態（違法アップロード等）での海賊版被害を把握し

ていると回答した 61 社に対し、国内と海外に分けて過去 5 年間の自社製品の違法アップロード等

の被害傾向について、聞いた。 
いずれの場合も、「わからない」がおよそ４割前後程度と多いものの、それを除くと、「被害は増

加傾向」の比率が約半数を占める。特に、海外では「被害は減少傾向」の回答はゼロであった。 
これは、パッケージ形態での「被害の増加傾向」（国内約 20％、海外約 2％～約 33％）に比べて

も、大きく上回っており、過去 5 年間で被害が増加している様子がうかがえる。 
 

過去５年の製品の違法アップロード被害傾向
（n=61）
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4. 自社海賊版対策の実施状況と体制等 
 
 
 

（1） 海賊版対策の実施状況 

海賊版対策の実施状況については、「対策している」は 51.0％に対し、「対策していない」は

49.0％と、ほぼ均衡している。 
現状では、自社海賊版対策の実施は約 5 割である。 
なお、パッケージ形態・ノンパッケージ形態のいずれかの海賊版被害を把握しながらも、海賊版

対策を未実施であると回答した会社は 6 社であった。 
 

海賊版対策の有無
(n=100)

51.049.0 対策している対策していない
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-

 
 

 

 

（2） 実施している海賊版対策 

国・地域別の自社海賊版対策（複数回答）については、日本では「インターネット・オークショ

ン対策」（64.7％）が最も高く、次いで「動画投稿サイト等への違法アップロード対策」（58.8％）、

「ＣＤ、ＤＶＤ等パッケージの形態での海賊版への対策」（49.0％）の順となった。中国では、「動

画投稿サイト等への違法アップロード対策」（43.1％）が最も高く、次いで「ＣＤ、ＤＶＤ等パッ

ケージの形態での海賊版への対策」（29.4％）の順であった。同様に、他アジアでは、「動画投稿サ

イト等への違法アップロード対策」（29.4％）が最も高く、次いで「ＣＤ、ＤＶＤ等パッケージの

形態での海賊版への対策」（25.5％）の順であった。米州と欧州では「動画投稿サイト等への違法

アップロード対策」（それぞれ 41.2％、31.4％）が最も高かった。 
日本では「インターネット・オークション対策」の実施率は約６割強で非常に高く、「動画投稿

サイト等への違法アップロード対策」と「ＣＤ、ＤＶＤ等パッケージの形態での海賊版への対策」

についても約半数以上が実施している。一方、中国・他アジア・欧州・米州では、いずれも「動画

投稿サイト等への違法アップロード対策」の実施率が最も高く、次いで「ＣＤ、ＤＶＤ等パッケー

ジの形態での海賊版への対策」の結果となっており、「インターネット・オークション対策」の実

施率は 2 割以下と高くはない。 

 

インターネット・
オークション対策

動画投稿サイト等
への違法アップ

ロード対策

ＣＤ、ＤＶＤ等パッ
ケージの形態での
海賊版への対策

Ｐ２Ｐ対策 その他

日本 64.7 58.8 49.0 25.5 5.9
中国 15.7 43.1 29.4 5.9 3.9
他アジア 9.8 29.4 25.5 5.9 5.9
欧州 7.8 31.4 17.6 5.9 5.9
米州 7.8 41.2 9.8 9.8 5.9
その他 - 9.8 3.9 2.0

※「日本」の降順

実施している海賊版対策 （n=51）
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（3） 最も重視している海賊版対策 

国・地域別の自社海賊版対策のうち、最も重視している対策（単数回答）については、回答者数

が少ないものの、いずれの国・地域においても、「動画投稿サイト等への違法アップロード対策」

が首位となっており、米州 62.5％、その他 50.0％、欧州 47.5％、他アジア 43.5％、中国 42.3％、

日本 35.4％の順に高かった。 
特に、米州において「動画投稿サイト等への違法アップロード対策」が重要視されていることが

わかる結果になっている。 
また、米州・その他・欧州の 3 地域では、他の対策に比べ、「動画投稿サイト等への違法アップ

ロード対策」の比率が圧倒的に高い。一方、日本・他アジアでは、「動画投稿サイト等への違法ア

ップロード対策」に次いで、「ＣＤ、ＤＶＤ等パッケージの形態での海賊版への対策」も約 3 割前

後と高く、この 2 項目を重視されている。 
 

 

動画投稿サイト等
への違法アップ

ロード対策

ＣＤ、ＤＶＤ等パッ
ケージの形態での
海賊版への対策

インターネット・
オークション対策

Ｐ２Ｐ対策 その他

日本（n=48） 35.4 27.1 12.5 8.3 4.2
中国（n=26） 42.3 15.4 3.8 3.8 3.8
他アジア（n=23） 43.5 30.4 4.3 8.7 4.3
欧州（n=21） 47.6 19.0 4.8 4.8 4.8
米州（n=24） 62.5 4.2 4.2 8.3 8.3
その他（n=6） 50.0 16.7 - - -

※「日本」の降順

最も重視している海賊版対策

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

日本 中国 他アジア 欧州 米州 その他

 
 



 

 25

 
 

（4） 国・地域別の海賊版対策の状況 

日本での実施済み対策の上位 3 項目は、他国・地域に比べいずれも実施率が高く、いずれも重視

率を上回っている。他方、米州・欧州・他アジアでは、最重視対策の「動画投稿サイト等への違法

アップロード対策」の率が実施率を約 21 ポイント～14 ポイントも上回り、重視しているけれども

対策が伴っていない現状が伺えた。 
※グラフの表示順位は、「最も重視している海賊版対策」での日本の降順。 
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形態での海賊版への対策

インターネット・
オークション対策

Ｐ２Ｐ対策

その他

実施している海賊版対策（n=51） 最も重視している海賊版対策（n=48）
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（5） 海賊版対策に関する基本的方針 

海賊版対策を実施していると回答した 51 社に対し、海賊版対策に関する社としての基本方針の

有無について聞いた。 
海賊版対策の社としての基本方針が「示されている」は 64.7％（33 社）、一方、「示されていな

い」は 31.4％（16 社）であった。 
現状では、海賊版対策に関し、組織としての基本方針が明確になっているのは、約 6 割程度に留

まっている。 
 

海賊版対策に関し、社としての基本的方針の有無
(n=51)

64.7

3.9

31.4

示されている

示されていない

無回答

 
 
 
 
 

（6） 海賊版対策の専門部署の有無 

海賊版対策を専門的に行う部署が「ある」と回答したのは 37.3％（19 社）、一方「ない」は 62.7％
（32 社）であった。 

現状では、海賊版対策の専門部署を有しているのは、約 4 割弱に留まっている。 
 

海賊版対策を専門的に行う部署の有無
(n=51)

37.3

62.7

ある

ない

無回答
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（7） 海賊版対策部署の体制と人員数 

海賊版対策の専門部署があると回答した 19 社に対し、「社内の位置付けと人員数」について、自

由記述形式で聞いたところ、全部で 19 件の回答があった。また、海賊版対策の専門部署がないと

回答した 32 社に対し、「海賊版対策人数と実施実態」について、自由記述形式で聞いたところ、全

部で 31 件の回答があった。 
海賊版対策専門部署有りの企業･団体では、人員数は最大 27名から最少 1名とバラツキが大きく、

2 名以下のところが 19 社中 9 社であった。なお、専門部署を置きながら、専任者がいない会社が

11 社も存在する。担当部署名では、法務関連 7 社、著作権関連 5 社、知財関連 2 社があがった。 
海賊版対策専門部署無しの企業･団体では、人員数は最大 10 名から最少 1 名とやはりバラツキが

大きく、2 名以下のところは 31 社中 10 社であった。なお、専任者がいる会社はゼロであった。担

当部署名では、法務関連 9 社、著作権関連 4 社、知財関連 1 社であった。また、国際部、営業部な

ど、複数の部門の兼任者が協力して対応しているとの回答も複数みられた。 
 

両者に共通して、全体的に法務関連の担当者が、他の業務の合間を縫って対応しているとの回答

が多かった。 
 
 

【海賊版対策専門部署有り（19 社）】   【海賊版対策専門部署無し（31 社）】 

専任者 兼任者 合計 社数 専任者 兼任者 合計 社数 

6名 21名 27名 1社 0名 10名 10名 1社 

8名 1名 9名 1社 0名 8名 8名 1社 

0名 9名 9名 1社 0名 7名 7名 2社 

0名 7名 7名 1社 0名 4名 4名 1社 

4名 0名 4名 1社 0名 3名 3名 3社 

0名 4名 4名 2社 0名 2名 2名 5社 

0名 3名 3名 2社 0名 1名 1名 5社 

1名 1名 2名 1社 － － 人数不明 13社 

0名 2名 2名 3社   

1名 0名 1名 3社   

0名 1名 1名 2社   

－ － 人数不明 1社   
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（8） 海賊版対策の目的 

海賊版対策を実施していると回答した 51 社に対し、『海賊版対策の目的』（複数回答）と、『海賊

版対策としての一番大きな目的』（単数回答）について聞いた。 
海賊版対策の目的については、「利益確保のため」（78.4％）、「権利者、関係者に対し著作権保護

の姿勢をみせるため」（76.5％）、「将来被害が拡大しないよう、海賊版製作者等への警告のため」

（72.5％）、「ブランド・イメージ確保のため」（47.1％）の順となっており、特に上位 3 項目はい

ずれも 7 割を超える結果となった。 
最大の目的については、「利益確保のため」（36.0％）が最も高く、次いで「将来被害が拡大しな

いよう、海賊版製作者等への警告のため」（24.0％）、「権利者、関係者に対し著作権保護の姿勢を

みせるため」（16.0％）の順であった。 
海賊版対策の目的

78.4

76.5

72.5

47.1

17.6

36.0

16.0

24.0

10.0

10.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利益確保のため

権利者、関係者に対し
著作権保護の姿勢をみせるため

将来被害が拡大しないよう、
海賊版製作者等への警告のため

ブランド・イメージ確保のため

その他

海賊版対策の目的（n=51） 海賊版対策として一番大きな目的（n=50）

※「海賊版対策の目的」の降順  
 
 

（9） 昨年度海賊版対策費の総計 

海賊版対策を実施していると回答した51社に対し、人件費を除く海賊版対策費の昨年度総計を聞いた。 
最も多かったのは、「100 万円未満」（43.1％）、次いで「100 万円～500 万円未満」（13.7％）、「3

千万円以上」（7.8％）、「500 万円～１千万円未満」（5.9％）、「１千万円～3 千万円未満」（3.9％）の

順であった。一方で、「支出していない」も 15.7％であった。 
年間の海賊版対策費は、「100 万円未満」の支出が約 4 割、「支出していない」も約 16％と、支出

ゼロを含めた 100 万円未満が過半数を占める。一方、年間１万円以上の負担を強いられている会社

も 1 割強、存在している。 
なお、中間値の設定（100 万円未満＝100 万円、100 万円～500 万円未満＝300 万円、500 万円

～１千万円未満＝750 万円、１千万円～3 千万円未満＝2 千万円、3 千万円以上＝3 千万円、支出し

ていない＝0）によって算出した回答者全体の平均値は約 490 万円であった。 
海賊版対策費（昨年度総計）

(n=51)

3.9

7.8

15.7

9.8

43.1

5.9 13.7

１００万円未満

１００万円～
５００万円未満

５００万円～
１千万円未満

１千万円～
３千万円未満

３千万円以上

支出していない

無回答
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（10） 海賊版対策費目 

「（人件費を除く）自社で「海賊版対策費」として位置付けている事項」については、自由記述

形式で聞いたところ、全部で 38 件の回答があった。 
回答内容から費目別の件数をカウントしたところ、「著作権関係団体会費」45.1％、「調査費」

25.5％、「弁護士費用」23.5％、「商標及び著作権登録費」と「システム管理･運用費」がともに 15.7％
の順であった。 

「海賊版対策費」の対象項目
（n=51）

45.1

25.5

23.5

15.7

15.7

11.8

7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

著作権関係団体会費
（特別プロジェクト参加費）

調査費
（委託費・出張費・購入費等）

弁護士費用

商標及び著作権登録費

システム管理・運用費

訴訟・裁判費

その他

※降順

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

（11） 海賊版対策実施国・地域の重点順位 

海賊版対策を実施していると回答した 51 社に対し、海賊版対策実施国・地域について現在の重

点順位を聞いたところ、回答 47 社のうち、最も多かったのは、「日本が 1 位」で 62.7％であり、飛

び抜けて高かった。次いで「中国（香港含む）が 2 位」（29.4％）、「北米（米、カナダ）が 2 位」

と「韓国が 3 位」（ともに 13.7％）の順であった。現時点での国・地域の重点順位は、「日本」が最

も高い結果となっている。 
なお、順位をポイント化（１位＝4.00、２位＝3.00、３位＝2.00、４位＝1.00）し、回答者全体

の平均値を算出したところ、回答数 12 件以上の中では、「日本」3.72、「中国（香港含む）」3.21、
「北米（米・カナダ）」2.60、「台湾」2.08、「韓国」2.07 の順となった。 

 

（%） （件）

国・地域 1 位 2 位 3 位 4 位 回答数

日本 62.7 7.8 3.9 2.0 39

中国（香港含む） 19.6 29.4 7.8 - 29

台湾 - 7.8 9.8 5.9 12

韓国 2.0 5.9 13.7 7.8 15

その他アジア - 2.0 2.0 3.9 4

イギリス - 3.9 - - 2

フランス 3.9 3.9 2.0 3.9 7

ドイツ - 3.9 - - 2

イタリア - 2.0 - - 1

スペイン - 2.0 - - 1

東欧 - - - - 0

北欧 - - - - 0

ロシア - - - - 0

その他欧州 - - - - 0

北米（米、カナダ） 3.9 13.7 7.8 3.9 15

中南米 - - - - 0

大洋州 - - - - 0

アフリカ - - - - 0

その他 - - - - 0

海賊版対策の実施国・地域の重点順位（現在）
　（n=51）

海賊版対策実施国・地域の重点順位（現在）
（n=51）

3.72

3.21

2.60

2.08

2.07

1.00 1.50 2.00 2.50 3.00 3.50 4.00

日本

中国（香港含む）

北米（米、カナダ）

台湾

韓国

（加重平均）

※加重平均：１位→4.00、２位→3.00、３位→2.00、４位→1.00として、回答者全体の平均を算出
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（12） 海賊版対策重点化の国・地域 

今後対策を強化する予定の国・地域については、「中国（香港含む）」（27.5％）が最も高く、次

いで「日本」（23.5％）、「韓国」（11.8％）、「台湾」と「その他アジア」（ともに 9.8％）、「北米（米・

カナダ）」（7.8％）の順であった。 
現在の重点国・地域の１位が「日本」であるのに対し、今後の対策強化予定の国・地域の１位は

「中国」である。 
 

強化予定の国・地域
（n=51）

23.5

27.5

9.8

11.8

9.8

0.0

0.0

3.9

0.0

0.0

2.0

0.0

7.8

2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

2.0

0% 10% 20% 30% 40%

日本

中国（香港含む）

台湾

韓国

その他アジア

イギリス

フランス

ドイツ

イタリア

スペイン

東欧

北欧

ロシア

その他欧州

北米（米、カナダ）

中南米

大洋州

アフリカ

その他
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（13） パッケージ形態への実施対策 

CD、DVD 等海賊版への対策（インターネット・オークション対策を含む）について、対個人と

対業者別に『実施している（実施した）自社対策』（複数回答）を聞いた。 
対個人では、「技術的保護手段の利用（コピープロテクション等）」（33.3％）、「海賊版製造業

者・販売業者への警告」と「警察への取締申請」（ともに 27.5％）、「税関への取締申請」（21.6％）、

「消費者への啓発活動・マスメディアの活用」（17.6％）の順で高かった。 
一方、対業者では、「海賊版製造業者・販売業者への警告」（41.2％）が最も高く、次いで「技術

的保護手段の利用（コピープロテクション等）」（29.4％）、「税関への取締申請」（25.5％）、「民事訴

訟（損害賠償請求等）」（21.6％）、「警察への取締申請」（19.6％）の順であった。 
対個人と対業者を比べると、「海賊版製造業者・販売業者への警告」では、対業者が対個人を約

14 ポイントも上回っている。同様に「民事訴訟（損害賠償請求等）」（＋約 10 ポイント）、「その他

行政機関への取締申請」（＋約 8 ポイント）であった。逆に、「警察への取締申請」では対個人が対

業者を約 8 ポイント上回った。 

 
実施している（実施した）対策

【ＣＤ、ＤＶＤ等海賊版への対策】　（n=51）

33.3

27.5

27.5

21.6

17.6

11.8

7.8

5.9

0.0

11.8

29.4

41.2

19.6

25.5

17.6

21.6

9.8

7.8

13.7

2.0

13.7

7.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

技術的保護手段の利用
（ｺﾋﾟｰﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ等）

海賊版製造業者
・販売業者への警告

警察への取締申請

税関への取締申請

消費者への啓発活動
・ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ の活用

民事訴訟（損害賠償請求等）

海賊版実態調査

裁判所への仮処分
申請・証拠保全

その他行政機関へ
の取締申請

知的財産担当者の
現地派遣・常駐化

その他

対個人 対業者

※「対個人」の降順  
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（14） パッケージ形態への最適対策 

CD、DVD 等海賊版への対策（インターネット・オークション対策を含む）について、対個人と

対業者別に『最も効果的と思われる対策』（単数回答）を聞いた。 
対個人では、「技術的保護手段の利用（コピープロテクション等）」と「警察への取締申請」（と

もに 16.1％）が最も高く、次いで「税関への取締申請」（6.5％）の順であった。 
一方、対業者では、「海賊版製造業者・販売業者への警告」（23.1％）が圧倒的に高く、次いで「技

術的保護手段の利用（コピープロテクション等）」（12.8％）、「警察への取締申請」（10.3％）の順で

あった。 
対個人と対業者を比べると、「海賊版製造業者・販売業者への警告」では、対業者が対個人を約

20 ポイントも上回っている。逆に、「警察への取締申請」では対個人が対業者を約 6 ポイント上回

った。 
業者対策としては「当該業者への直接の警告」が、個人対策としては「技術的対応や警察への取

締申請」が、有効であると判断していることがわかる。 
 

最も効果的と思われる対策
【ＣＤ、ＤＶＤ等海賊版への対策】

16.1

16.1

6.5

3.2

3.2

3.2

0.0

0.0

0.0

9.7

12.8

10.3

5.1

23.1

5.1

2.6

2.6

2.6

0.0

0.0

10.3

3.2

0% 10% 20% 30% 40% 50%

技術的保護手段の利用
（ｺﾋﾟｰﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ等）

警察への取締申請

税関への取締申請

海賊版製造業者
・販売業者への警告

民事訴訟（損害賠償請求等）

裁判所への仮処分
申請・証拠保全

消費者への啓発活動
・ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ の活用

その他行政機関へ
の取締申請

海賊版実態調査

知的財産担当者の
現地派遣・常駐化

その他

対個人（n=31） 対業者（n=39）

※「対個人」の降順  
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（15） パッケージ形態への対策【対個人】 

対個人での『実施している（実施した）自社対策』（複数回答）では、「技術的保護手段の利用（コ

ピープロテクション等）」（33.3％）、「海賊版製造業者・販売業者への警告」と「警察への取締申請」

（ともに 27.5％）の実施率が高いのに対し、『最も効果的と思われる対策』（単数回答）では、「技

術的保護手段の利用（コピープロテクション等）」と「警察への取締申請」（ともに 16.1％）である。 
対個人においては、関与業者への警告よりも、コピープロテクションなどの技術的対応や警察へ

の取締申請が、効果的であるとの判断である。 
 

ＣＤ、ＤＶＤ等海賊版への対策
【対個人】

33.3

27.5

27.5

21.6

17.6

11.8
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5.9

0.0
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16.1
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技術的保護手段の利用
（ｺﾋﾟｰﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ等）

海賊版製造業者
・販売業者への警告

警察への取締申請

税関への取締申請

消費者への啓発活動
・ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ の活用

民事訴訟（損害賠償請求等）

海賊版実態調査

裁判所への仮処分
申請・証拠保全

その他行政機関へ
の取締申請

知的財産担当者の
現地派遣・常駐化

その他

実施している（実施した）対策（n=51） 最も効果的と思われる対策（n=31）

※「実施している（実施した）対策」の降順  
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（16） パッケージ形態への対策【対業者】 

対業者での『実施している（実施した）自社対策』（複数回答）では、「海賊版製造業者・販売業

者への警告」（41.2％）、次いで「技術的保護手段の利用（コピープロテクション等）」（29.4％）、「税

関への取締申請」（25.5％）、「民事訴訟（損害賠償請求等）」（21.6％）、の実施率が高い。『最も効果

的と思われる対策』（単数回答）では、やはり、同様の順位で「海賊版製造業者・販売業者への警

告」（23.1％）、次いで「技術的保護手段の利用（コピープロテクション等）」（12.8％）である。 
対業者においては、当該業者への直接の警告や技術的対応が、効果的であるとの判断である。 

 
ＣＤ、ＤＶＤ等海賊版への対策

【対業者】

41.2

29.4

25.5

21.6

19.6

17.6

9.8

7.8

2.0

13.7

23.1

12.8

5.1

5.1

10.3

2.6

2.6

0.0

2.6

0.0

10.3

13.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

海賊版製造業者
・販売業者への警告

技術的保護手段の利用
（ｺﾋﾟｰﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ等）

税関への取締申請

民事訴訟（損害賠償請求等）

警察への取締申請

消費者への啓発活動
・ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ の活用

その他行政機関へ
の取締申請

海賊版実態調査

裁判所への仮処分
申請・証拠保全

知的財産担当者の
現地派遣・常駐化

その他

実施している（実施した）対策（n=51） 最も効果的と思われる対策（n=39）

※「実施している（実施した）対策」の降順  
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（17） ノンパッケージ形態への実施対策 

動画投稿サイト等への違法アップロードへの対策、P2P 対策について、①a 気軽に侵害を行う個

人への対策、①b 侵害を何度も繰り返す悪質な個人への対策、②業者への対策の 3 区分別に、『実施

している（実施した）自社対策』（複数回答）を聞いた。 
①a 気軽に侵害を行う個人への対策では、「ＩＳＰへの削除要請」（43.1％）、「侵害者への警告メ

ールの送付」（35.3％）、「クローラ等によるネット上の侵害監視」（25.5％）、「技術的保護手段の利

用（コピープロテクション等）」（21.6％）の順であった。 
①b 侵害を何度も繰り返す悪質な個人への対策では、「ＩＳＰへの削除要請」（41.2％）、「侵害者

への警告メールの送付」と「クローラ等によるネット上の侵害監視」（ともに 27.5％）の順であっ

た。 
②業者への対策では、「ＩＳＰへの削除要請」（37.3％）、「侵害者への警告メールの送付」

（27.5％）の順であった。 
また、3 者間で差があったのは、「侵害者への警告メールの送付」、「クローラ等によるネット上の

侵害監視」「ＩＳＰへの発信者情報開示請求」などであった（それぞれ約 8 ポイント程度）。 

 

実施している（実施した）対策
【動画投稿サイト等への違法アップロードへの対策、Ｐ２Ｐ対策】

（n=51）

43.1

35.3

25.5

21.6

15.7

9.8

9.8

7.8

2.0

9.8

41.2

27.5

27.5

17.6

13.7

7.8

17.6

11.8

17.6

2.0

9.8

37.3

27.5

17.6

17.6

11.8

5.9

13.7

13.7

5.9

3.9

7.8

9.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ＩＳＰへの削除要請

侵害者への警告メールの送付

クローラ等によるネット上
の侵害監視

技術的保護手段の利用
（ｺﾋﾟｰﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ等）

消費者への啓発活動
・ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ の活用

裁判所への発信者
情報開示請求

警察への取締申請

民事訴訟（損害賠償請求等）

ＩＳＰへの発信者
情報開示請求

その他行政機関へ
の取締申請

その他

気軽に侵害を行う個人への対策 侵害を何度も繰り返す悪質な個人への対策 業者への対策

※「気軽に侵害を行う個人への対策」の降順  
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（18） ノンパッケージ形態への最適対策 

動画投稿サイト等への違法アップロードへの対策、P2P 対策について、①a 気軽に侵害を行う個

人への対策、①b 侵害を何度も繰り返す悪質な個人への対策、②業者への対策の 3 区分別に、『最も

効果的と思われる対策』（単数回答）を聞いた。 
回答数が少ないものの、①a 気軽に侵害を行う個人への対策では、「ＩＳＰへの削除要請」

（22.2％）、「侵害者への警告メールの送付」（16.7％）の順で高く、①b 侵害を何度も繰り返す悪質

な個人への対策では、「警察への取締申請」（15.2％）が最も高かった。②業者への対策では、「警

察への取締申請」（17.6％）、「ＩＳＰへの削除要請」（14.7％）の順であった。 
 

最も効果的と思われる対策
【動画投稿サイト等への違法アップロードへの対策、Ｐ２Ｐ対策】

22.2

16.7

11.1

11.1

8.3

5.6

2.8

0.0

0.0

8.3

9.1

9.1

15.2

6.1

9.1

3.0

3.0

6.1

6.1

0.0

6.1

14.7

11.8

17.6

8.8

5.9

0.0

0.0

0.0

2.9

0.0

5.9

5.6

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ＩＳＰへの削除要請

侵害者への警告メールの送付

警察への取締申請

技術的保護手段の利用
（ｺﾋﾟｰﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ等）

民事訴訟（損害賠償請求等）

裁判所への発信者
情報開示請求

消費者への啓発活動
・ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ の活用

ＩＳＰへの発信者
情報開示請求

クローラ等によるネット上
の侵害監視

その他行政機関へ
の取締申請

その他

気軽に侵害を行う個人への対策
（n=36）

侵害を何度も繰り返す悪質な個人への対策
（n=33）

業者への対策
（n=34）

※「気軽に侵害を行う個人への対策」の降順  
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（19） ノンパッケージ形態への対策【気軽な個人対策】 

①a 気軽に侵害を行う個人への対策の『実施している（実施した）自社対策』（複数回答）では、

「ＩＳＰへの削除要請」（43.1％）、「侵害者への警告メールの送付」（35.3％）、「クローラ等による

ネット上の侵害監視」（25.5％）の実施率が高く、同様に、『最も効果的と思われる対策』（単数回

答）でも、「ＩＳＰへの削除要請」（22.2％）、「侵害者への警告メールの送付」（16.7％）の順に高く

なっている。 

 
動画投稿サイト等への違法アップロードへの対策、Ｐ２Ｐ対策

【①a気軽に侵害を行う個人への対策】

43.1

35.3

25.5

21.6

15.7

9.8

9.8

7.8

2.0

9.8

22.2

16.7

0.0

11.1

5.6

5.6

11.1

8.3

2.8

0.0

8.3

9.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ＩＳＰへの削除要請

侵害者への警告メールの送付

クローラ等によるネット上
の侵害監視

技術的保護手段の利用
（ｺﾋﾟｰﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ等）

消費者への啓発活動
・ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ の活用

裁判所への発信者
情報開示請求

警察への取締申請

民事訴訟（損害賠償請求等）

ＩＳＰへの発信者
情報開示請求

その他行政機関へ
の取締申請

その他

実施している（実施した）対策（n=51） 最も効果的と思われる対策（n=36）

※「実施している（実施した）対策」の降順  
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（20） ノンパッケージ形態への対策【悪質な個人対策】 

①b 侵害を何度も繰り返す悪質な個人への対策の『実施している（実施した）自社対策』（複数回

答）では、「ＩＳＰへの削除要請」（41.2％）の実施率が高いのに対し、『最も効果的と思われる対

策』（単数回答）では、「警察への取締申請」（15.2％）が最も高くなっている。 

 
動画投稿サイト等への違法アップロードへの対策、Ｐ２Ｐ対策

【①b侵害を何度も繰り返す悪質な個人への対策】

41.2

27.5

27.5

17.6

17.6

17.6

11.8

7.8

2.0

9.8

9.1

6.1

9.1

6.1

15.2

6.1

3.0

9.1

3.0

0.0

6.1

13.7

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ＩＳＰへの削除要請

クローラ等によるネット上
の侵害監視

侵害者への警告メールの送付

ＩＳＰへの発信者
情報開示請求

警察への取締申請

技術的保護手段の利用
（ｺﾋﾟｰﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ等）

消費者への啓発活動
・ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ の活用

民事訴訟（損害賠償請求等）

裁判所への発信者
情報開示請求

その他行政機関へ
の取締申請

その他

実施している（実施した）対策（n=51） 最も効果的と思われる対策（n=33）

※「実施している（実施した）対策」の降順  



 

 39

 
 

（21） ノンパッケージ形態への対策【業者対策】 

②業者への対策の『実施している（実施した）自社対策』（複数回答）では、「ＩＳＰへの削除要

請」（37.3％）、「侵害者への警告メールの送付」（27.5％）の実施率が高いのに対し、『最も効果的と

思われる対策』（単数回答）では、「警察への取締申請」（17.6％）が最も高くなっている。 

 

動画投稿サイト等への違法アップロードへの対策、Ｐ２Ｐ対策
【②業者への対策】

37.3

27.5

17.6

17.6

13.7

13.7

5.9

5.9

3.9

7.8

14.7

11.8

2.9

8.8

17.6

5.9

0.0

0.0

0.0

0.0

5.9

11.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

ＩＳＰへの削除要請

侵害者への警告メールの送付

クローラ等によるネット上
の侵害監視

技術的保護手段の利用
（ｺﾋﾟｰﾌﾟﾛﾃｸｼｮﾝ等）

警察への取締申請

民事訴訟（損害賠償請求等）

消費者への啓発活動
・ﾏｽﾒﾃﾞｨｱ の活用

ＩＳＰへの発信者
情報開示請求

裁判所への発信者
情報開示請求

その他行政機関へ
の取締申請

その他

実施している（実施した）対策（n=51） 最も効果的と思われる対策（n=34）

※「実施している（実施した）対策」の降順  
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5. 自社海賊版対策の効果 
 

（1） 海賊版対策の効果有無 

自社の海賊版対策の効果について、「効果があがっていると思う」との回答は 39.2％（20 社）で

あり、一方、「効果があがっているとは思わない」は 54.9％（28 社）であった。 

現状では、自社海賊版対策の効果を実感できている会社は、約 4 割程度に留まっている。 
海賊版対策は効果について

(n=51)

39.2

5.9

54.9

効果があがっている
と思う

効果があがっているとは
思わない

無回答

 
 
 

（2） 海賊対策の成果内容 

自社海賊版対策について、効果があがっていると思う回答した 20 社に対し、自社海賊版対策の

成果について聞いたところ、「海賊版被害が減少した」（45.0％）で最も高く、次いで「海賊版対策

を実行するための手続等についての情報が入手できた」（40.0％）、「海賊版対策を実施する上での

有力なパートナーが確保できた」（30.0％）、「海賊版対策の効果がメディア、業界団体等により紹

介された」（25.0％）の順であった。 
一方、「海賊版被害を受けている国・地域の法制度が整備され、有効な対策をとることができる

ようになった」（10.0％）と「海賊版被害を受けている国・地域での事業展開が成功した」（5.0％）

についての回答比率は低かった。 

自社海賊版対策の成果としては、海賊版被害の減少や海賊版対策実行手続き情報の入手について

は約 4 割程度の会社が実感できているものの、対象国・地域での法整備や事業展開の成功までは実

感できていないことがわかる。 
実施している対策による成果

（n=20）

45.0

40.0

30.0

25.0

10.0

5.0

30.0

0% 10% 20% 30% 40% 50%

海賊版被害が減少した

海賊版対策を実行するための
手続等についての情報が入手できた

海賊版対策を実施する上での
有力なパートナーが確保できた

海賊版対策の効果がメディア、
業界団体等により紹介された

海賊版被害を受けている国
・地域の法制度が整備され、

有効な対策をとることができるようになった

海賊版被害を受けている国
・地域での事業展開が成功した

その他

※降順  
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（3） 効果があがった対策事例 

自社海賊版対策の効果があがっていると回答した 20 社に対し、「実施済み対策のうちで、効果が

あがった事例」についてについて自由記述形式で聞いたところ、全部で 13 件の回答があった。 
『刑事告訴・民事訴訟への提訴』だけでなく、『現地公的機関への通報･申立による使用の中止』、

『国内動画投稿サイト運営社と交渉し「ISP による自主削除」スキームを実現させた』、『CODA･

CJ マーク委員会のエンフォースメント活動で海賊版 CD・DVD を押収した』といった記述もあっ

た。 

 
 

（4） 効果があがらなかった対策事例 

海賊版対策を実施していると回答した 51 社に対し、「実施済み対策のうちで、効果があがらなか

った事例」について、自由記述形式で聞いたところ、全部で 35 件の回答があった。 
『侵害対策は人的・経済的コストが高く、かつその効果が不明確なため、中小企業が多いコンテ

ンツ産業においては、思うように対策ができず、訴訟を起こしても実利が見込めないので、あきら

めたケースがある』といった内容の回答が多かった。特に、動画投稿サイトについては、『削除し

ても削除しても雨後の筍状態で、とても対応しきれない』、P2P による違法アップロードについて

は『そもそも実態把握が難しく、効果的な対応ができない』など、切実な現状が伺える内容であっ

た。 

 
 

（5） 今後実施したい自社対策 

海賊版対策を実施していると回答した 51 社に対し、「予算･人員の制約を考慮せずに、今後実施

したい自社の対策」について、自由記述形式で聞いたところ、全部で 27 件の回答があった。 
『P2P 対策や侵害対策の機械化・外注』、『民事・刑事訴訟の提起』、『諸外国での対策の強化』、

『海賊版実態調査』、『著作権侵害対策専門部署、担当者の配置』などの回答があった。また、『一

企業や一団体での努力ではこれ以上は無理なので、国家の問題として取り組むべき』といった意見

もあった。 
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6. 同業他社･業界団体との連携による海賊版対策 
 

（1） 連携による海賊版対策の実施状況 

同業他社・業界団体と連携した海賊版対策について、「行っている」との回答は 86.3％（44 社）

であり、一方、「行っていない」は 13.7％（7 社）であった。 

現状では、同業他社・業界団体との連携対策の実施率は約 9 割弱に達している。 
同業他社などと連携しての海賊版対策の実施

(n=51)

86.3

13.7

行っている

行っていない

 
 
 

（2） 海賊版対策の連携先 

連携対策を実施していると回答した 44 社に対し、「海賊版対策の連携先」について、自由記述形

式で聞いたところ、全部で 44 件の回答があった。 
全体での上位は、「コンピュータソフトウェア著作権協会（ACCS）」14 件、「コンテンツ海外流

通促進機構（CODA）」12 件、「日本動画協会」8 件、「デジタル放送推進協会（Dpa）」8 件、「日本

レコード協会（RIAJ）」6 件、「日本映像ソフト協会（JVA）」5 件などであった。 
 
【海賊版対策の連携先（業種別内訳）】 

業種 海賊版対策の連携先 

放送（10社） デジタル放送推進協会（Dpa）8件、コンテンツ海外流通促進機構（CODA）5件、

在京放送局各局2件、放送番組著作権保護協議会1件 
アニメ（8社） 日本動画協会6件、コンテンツ海外流通促進機構（CODA）2件、コンピュータソ

フトウェア著作権協会（ACCS）1件、日本映像ソフト協会（JVA）1件 
音楽（7社） 日本レコード協会（RIAJ）6件、コンピュータソフトウェア著作権協会（ACCS）2

件、コンテンツ海外流通促進機構（CODA）2件、不正商品対策協議会2件、日

本動画協会1件、日本映像ソフト協会（JVA）1件、日本貿易振興機構（JETRO）1
件、日本関税協会 知的財産情報センター（CIPIC）1件、楽譜コピー問題協議

会（CARS）1件、日本音楽著作権協会（JASRAC）1件、日本国際映画著作権協

会（JIMCA）1件 
出版（5社） コンピュータソフトウェア著作権協会（ACCS）2件、デジタルコミック協議会1件、

日本雑誌協会1件、教学図書協会1件、日本書籍出版協会1件 
ゲーム（5社） コンピュータソフトウェア著作権協会（ACCS）5件、コンピュータエンターテインメ

ント協会（CESA）1件、米国Entertainment Software Association（ESA）1件 
ソフト（5社） コンピュータソフトウェア著作権協会（ACCS）3件、日本タイポグラフィ協会2件、

日本音楽教育文化振興会（IMSTA委員会）1件、ビジネス ソフトウェア アライア

ンス（BSA）1件 
映画（4社） コンテンツ海外流通促進機構（CODA）3件、日本映像ソフト協会（JVA）3件、日

本映画製作者連盟2件、コンピュータソフトウェア著作権協会（ACCS）1件、日本

動画協会1件、映像産業振興機構（VIPO）1件 
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（3） 連携による海賊版対策の実施内容 

連携対策を実施していると回答した 44 社に対し、連携して『行う（行った）対策』（複数回答）

と『最も効果のある（あった）と思われる対策』（単数回答）について聞いた。 
実施している連携対策については、「海賊版被害に関する意見交換」と「連携した権利行使」が、

ともに 72.7％で最も高く、次いで「海賊版実態調査」（50.0％）、「現地政府（取締機関等を含む）

への要望・意見交換」（43.2％）の順であった。 
最も効果がある対策については、「連携した権利行使」が 38.6％で最も高かった。 

 
同業他社・業界団体と連携して行う（行った）対策

（n=44）

72.7

72.7

50.0

43.2

20.5

15.9

9.1

38.6

9.1

0.0

0.0

11.4

0% 20% 40% 60% 80%

海賊版被害に関する意見交換

連携した権利行使

海賊版実態調査

現地政府（取締機関等を含む）への
要望・意見交換

現地での共同セミナー等消費者への
啓発活動、マスメディアの活用

その他

行う（行った）対策 最も効果のある行う（行った）対策

※「行う（行った）対策」の降順  
 
 
 

（4） 今後実施したい連携対策 

連携対策を実施していると回答した 44 社に対し、「予算･人員の制約を考慮せずに、今後実施し

たい連携による対策」について、自由記述形式で聞いたところ、全部で 23 件の回答があった。 
『P2P 対策（実態調査、侵害監視と取締要請、ソフト製作者に対する技術的な仕組み開発と無償

提供の要請）』、『動画共有･投稿サイト対策（取締要請と違法性の PR、サイト運営事業者自身の違

法コンテンツ排除への能動的関与の促進）』、『ISP やサイト運営者との協力体制の構築（協調対応

スキームの構築、業界横断的な連携体制の構築）』、『コンテンツ分野を横断した情報共有』、『侵害

サイトの監視体制の構築』、『意識啓発活動』などの回答があった。 
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7. 海賊版対策未実施の理由 
 
 

（1） 海賊版対策を行わない理由 

海賊版対策を実施していないと回答した 49 社に対し、『海賊版対策を行わない理由（複数回答）』

と『海賊版対策を行わない一番大きな理由（単数回答）』について聞いた。 
海賊版対策を行わない理由としては、「事業規模に比して、海賊版対策にかかる費用が膨大なた

め」（44.9％）、「海賊版対策に割く人員がないため」（38.8％）、「その他」（30.6％）の順となってお

り、特に上位 2 項目は 4 割前後を超える結果となった。 
最大の理由については、「事業規模に比して、海賊版対策にかかる費用が膨大なため」（33.3％）

が最も高く、次いで「海賊版対策に割く人員がないため」（19.0％）の順であった。 

 
海賊版対策を行わない理由

44.9

38.8

12.2

10.2

30.6

33.3

19.0

2.4

0.0

33.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%

事業規模に比して、海賊版対策に
かかる費用が膨大なため

海賊版対策に割く人員がないため

海外の司法制度等の
情報が足りないため

海外で権利行使するための信頼できる
代理人が見つからないため

その他

海賊版対策を行わない理由
（n=49）

海賊版対策を行わない一番大きな理由
（n=42）

※「海賊版対策を行わない理由」の降順  
 


